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商 法 Chapter ２

 

 会社法が採⽤している次の規律のうち、株主の保護を直接の⽬的とし
ているとはいえないものはどれか。 

１ 純資産額が300万円を下回る場合には、株主に剰余⾦の配当をす
ることができない。 

２ 定款には、事業⽬的を記載し、⼜は記録しなければならない。 

３ 会社が種類株式を発⾏するには、定款で、株式の内容等の⼀定の
事項を定めることを要する。 

４ 取締役の会社に対する責任を免除するには、原則として総株主の
同意を要する。 

５ 取締役会設置会社の取締役が⾃⼰⼜は第三者のために会社と取引
をしようとするときは、取締役会の承認を要する。 

  



行政書士試験科 

本試験レベルの問題にチャレンジ！   
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正解 

5１ ［会社法総論］会社法の規律 

 

１ 株主の保護を⽬的としているとはいえない 

 純資産額が300万円を下回る場合には、剰余⾦の配当をすることがで
きない（会社法458条、453条）。この規定は、剰余⾦の分配は株式会社
の債権者にとって唯⼀の引当てである会社財産を流出させることでもあ
るため、剰余⾦の配当に⼀定の要件を設け、会社の債権者を保護する趣
旨である。したがって、本肢の規律は、株主の保護を直接の⽬的として
いるとはいえない。 

２ 株主の保護を⽬的としているといえる 

 株式会社の定款には、事業⽬的を記載し、⼜は記録しなければならな
い（同法27条１号）。定款は会社の⾃治規則であり、会社の機関のほか、
会社に加⼊する株主も拘束するものである。また、会社の事業⽬的は、
株主の出資の⽬安となり、あるいは、取締役等の違法⾏為に対する株主
の差⽌請求等における⼀定の基準にもなる。したがって、本肢の規律は、
株主の保護を⽬的としているといえる。 

３ 株主の保護を⽬的としているといえる 

 株式会社が種類株式を発⾏するには、定款で、株式の内容等の⼀定の
事項を定めることを要する（同法108条１項、２項）。会社法のもとでは、
株主平等原則（同法109条１項）の結果として、種類株式のような法定
の態様以外による株式の権利内容等の差別化は認められておらず、種類
株式の内容等を明らかにしておくことは株主の保護に資するものと考え
られる。したがって、本肢の規律は、株主の保護を⽬的としているとい
える。 

４ 株主の保護を⽬的としているといえる 

 取締役の株式会社に対する責任を免除するには、原則として総株主の
同意を要する（同法424条、423条１項）。これは、取締役の⾏為や責任
に対し、会社の実質的所有者である株主に⼀定の監督・是正権等を与え
る趣旨であると解される。したがって、本肢の規律は、株主の保護を⽬
的としているといえる。 
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５ 株主の保護を⽬的としているといえる 

 取締役会設置会社の取締役が⾃⼰⼜は第三者のために株式会社と取引
をしようとするときは、取締役会の承認を要する（同法356条１項２号、
365条１項）。これは、取締役の⾏為や責任に対し、会社の実質的所有者
である株主に⼀定の監督・是正権等を与える趣旨であると解される。し
たがって、本肢の規律は、株主の保護を⽬的としているといえる。 

 以上により、株主の保護を直接の⽬的としているとはいえないものは肢
１であり、正解は１となる。 


